
第６２回道州制特区提案検討委員会次第

日時 平成26年3月28日（水）15:00～17:00

場所 第２水産ビル ４階 ４Ｆ会議室

１ 開 会

２ 議 事

（１）第６回答申案について

・答申１ 第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲

・答申２ 建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲

・答申３ 栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定・監督権限の移譲

（２）平成24年度道民アイデアの第１次整理について

・二輪の小型自動車の車検期間の拡大

・一般家庭における酒類製造

（３）その他

《今後の委員会審議等、Ｈ２６年度に向けた進め方など～資料なし》

３ 閉 会

【配付資料】

資料１ 道民アイデア等の審議状況

資料２ 第６回答申案

資料３ 平成２４年度道民アイデア等の審議状況

資料４ 二輪の小型自動車の車検期間の拡大

資料５ 一般家庭における酒類製造

参考資料 第６回答申 参考資料（案）

058939
長方形



席上配付資料

第６１回道州制特区提案検討委員会の審議結果概要について

■開催日時：平成２６年３月１２日（水）１５：００～１７：００

■開催場所：第２水産ビル ４階 ４Ｆ会議室

■審議結果概要

議事（１）整理案について

◯「栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定・監督権限の移譲」（資料１のNo.９）１項

目について、整理案の審議を行った結果、答申案審議に進めることで了承

議事（２）平成24年度道民アイデアの第１次整理について

◯「外国語教育の推進」（資料４のNo.406）、「帰化の許可権限の移譲」（資料４のNo.412）、

「外国人介護福祉士試験特区」（資料３のNo.417）の３項目について、第１次整理を行

った結果、いずれも一旦検討を終了

議事（３）その他

◯第６２回委員会の開催日程等を確認



道民アイデア等の審議状況

審 議 状 況 (※第 57 回委員会は委員改選に伴う引継ぎのため､実質審議を行わなかった｡)

区 審 議 事 項 Ｈ ２ ４ Ｈ ２ ５ Ｈ ２ ６

分
10. 9 12.26 3. 28 5.16 7.23 9. 6 10. 8 10.31 12.17 1.29 2.27 3.12 3.28

№ ４９回 ５０回 ５１回 ５２回 ５３回 ５４回 ５５回 ５６回 ５８回 ５９回 ６０回 ６１回 ６２回

１ 第3種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲 1次整理→ 分 野 別 審 議 整理案･保留 → 国の方 修正整理案了 答 申 案 了 → → → → →

針案が

道民 ２ 広域観光圏の指定権限の移譲 1次整理→ 分野別･保留 → → → 見えた → → 分野別審議了 一旦検討終了

ｱｲﾃ゙ｱ ため保

３ 産業振興支援策の道への移譲 1次整･保留 留解除 → → 1 次整理了 一旦検討終了

(H21

年 度 ～ ４ 自治体内を運行区域とする乗合ﾀｸｼｰ等の許可権限の移譲 1次整理→ → → 分野別審議 分野別審議了 一旦検討終了

H 2 3

年度) ５ 建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議 分野別審議了 整 理 案 了 答 申 案 了 → →

６ 北海道議会議員選挙における選挙区の設定権限の移譲 1次整理→ 分野別審議 分野別審議了 整 理 案 → → → →

７ 商工会議所法に基づく定款変更の認可事務の一元化 → 整 理 案 了 答 申 案 了 → 一旦検討終了

移譲 国の

済み ８ 指定医療機関の指定と類似の事務 庁内で 庁内で 国の動 → 国の方 → → → 見直 一旦検討終了

４ 事 検討中 の検討 向を見 針案が し

務関 ９ 栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定･監督権限の移譲 である ・ 調整 極める → 見えた → → → 方針 継続検討 分野別審議 整 理 案 了 答 申 案

連項 こ と を 状況を ため検 ため保 決定

目等 10 総合衛生管理製造過程(HACCP)の承認監視指導等の権限 報告 報告 討保留 → 留解除 → → → 一旦検討終了

11 鳥獣保護法に係る危険猟法と類似の事務 → 分野別審議了 一旦検討終了

資料１



資料 ２

第６回答申（案）

答申１ 第３種旅行業者の募集型企画旅行

実施区域を定める権限の移譲

答申２ 建築基準法に基づく構造方法等の

認定権限の移譲

答申３ 栄養士及び管理栄養士の養成施設

の指定・監督権限の移譲

平成２６年 月 日

北海道道州制特別区域提案検討委員会



２ 建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲

１ 第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲

答申項目

３ 栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定・監督権限の移譲

観光圏内の第３種旅行業者の募集型企画旅行への参入機会を拡充することで、本道の

着地型観光コンテンツを充実させ、個人型旅行客の誘致や滞在型観光の促進につなげる。

道民の健康づくりを担う栄養士・管理栄養士を含め、国の分権改革によって道へ移譲される

各種資格者の養成施設の指定・監督等の事務・権限をより道民に身近な道に一元化する。

着地型観光コンテンツの充実による地域への誘客促進

申請者の利便性向上、建築・住宅産業の振興

申請者の利便性や本道の自主性・自立性の向上

壁の防耐火構造など建築基準法に基づく構造方法等の認定について、国との並行権限の

移譲を道が受けることで、道内で性能評価から申請・認定までを完結させることができるよう

になり、手続きの軽減や迅速化、ひいては建築産業、住宅産業の振興につなげる。

第６回道州制特区提案検討委員会答申骨子（案）



・人口減少、少子高齢化が進む中、「観光」は交流人口の拡大に貢献し、新たな消費や雇用を生み出
すなど、地域の活性化を図る上で、ますますその重要性が高まっている。

・北海道観光を取り巻く環境は、長らく低迷する経済情勢や東日本大震災などの影響により、観光客
の入り込みが伸び悩むなど、厳しい状況が続いている。

・このような状況の下、団体型から個人型に推移している最近の旅行形態に応じて、地域資源を生か
した滞在型の観光地づくりなどに取り組むことで、本道の地域観光の魅力向上を図り、更に地域経済
の活性化につなげていくことが求められている。

現

状

・道内各地の地域観光の魅力向上を図る上で、特に個人型旅行客をターゲットとした地域発の着地型
旅行商品の充実が課題である。

・そのためには、地域を熟知した中小旅行業者等（観光協会、NPOなどを含む）が地元の観光資源を
生かした着地型旅行商品の企画・造成・販売に直接参入することが重要である。

・このような中小旅行業者等は第３種旅行業登録を取得する者が多いが、旅行業法の現行制度では、
第３種旅行業者自らが募集型企画旅行を実施できる区域が制限されていることから、地域独自の魅
力を生かした着地型旅行商品づくりの障壁となっている。

課

題

第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域を定める権限の移譲（案）

・観光圏内の第３種旅行業者の募集型企画旅行実施への参入機会が拡充されること
で、着地型旅行商品の充実による観光圏の魅力向上、更には、滞在型観光の促進
につながることが期待できる。

・近年増加傾向にある個人型旅行客に向けた本道の着地型観光コンテンツの充実が、
地域への誘客を促進し、ひいては地域経済の活性化につながるものと期待できる。

目指すすがた

権限移譲

現 状

道内において第３種旅行業者の募集型企画旅行実施区域の

決定権限の移譲を受け、本道観光の特性等に応じて緩和

提 案

第
３
種
旅
行
業
者
の
実
施
区
域

①営業所の存する市町村及び
隣接市町村の区域内

観光庁長官の定める区域

②離島特例
～本土と一般旅客定期航路で
結ばれる離島

③半島特例
～本土と一般旅客定期航路で
結ばれる半島地域

北海道知事の定める区域

③半島特例
～本土と一般旅客定期航路で
結ばれる半島地域

道
内
の
第
３
種
旅
行
業
者
の
実
施
区
域

①営業所の存する市町村及び
隣接市町村の区域内

②離島特例
～本土と一般旅客定期航路で
結ばれる離島

④北海道知事が移譲を受け
た権限に基づき区域を拡大

本道観光の特性
等に応じた緩和

※想定例～道内において第３種旅行業者の募集型企画旅行の実施可能な区域を、現行制度の区域（①＋
②＋③）に加え、観光圏整備法第８条第３項の国交大臣認定を受けた「観光圏」の区域内まで、
北海道知事の裁量により拡大（＋④）する。

答申１



現

状

課

題

評価から認定まで道内で手続きが完結

建築基準法に基づく構造方法等の認定権限の移譲（案）

目指すすがた

■手続きの軽減や迅速化が図られ申請者の利便性が向上
■北方建築総合研究所の活用推進
■建築産業、住宅産業の振興

現状 提案

・建築基準法に基づく構造方法等の認定は、国土交通大臣が指定した
性能評価機関が事前に評価し、国土交通省（本省）が認定を行っている。
・道内では、北方建築総合研究所が、東北・北海道地域で唯一、性能評
価機関として指定されている。

国土交通大臣に認定権限が
あるため、道内で性能評価を
行っても、認定は東京で行わ
なければならない。

国土交通大臣の認定権
限を北海道知事に移譲す
ることにより、評価から認
定まで道内で完結

・道内で性能評価を行っても、認定申請は国土交通省（東京）で行わな
ければならず、申請者の負担が大きい。
・認定事務は国土交通省（本省）が、全国からの申請に一括して対応し
ていることから、申請から認定までに相当の時間を要する。

答申２



■栄養士法
に基づく
養成施設
の指定・
監督等を
道が所管

現

状

・近年、高齢化社会の進行や健康に対する意識、食の安全・安心への関心などが高まる中、
食のスペシャリストである栄養士及び管理栄養士の活躍がますます期待されている。

・各地方厚生局（国）が所管する栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定・監督等の事務につ
いては、申請・届出等は都道府県知事を経由し、指定に当たっても都道府県知事が必要な意
見を付すなど、地方としても一定の関与を行ってきた。

・国の「事務・権限の移譲等に関する見直し方針」（H25.12.20閣議決定）により、看護師、理容師
など、約３０の各種資格者の養成施設の指定・監督等については、平成２７年４月に各地方厚
生局から都道府県へ事務・権限が移譲されることとなるが、これらのうち栄養士・管理栄養士
に関しては、移譲以外の見直しを行うこととし、国において継続検討するものとされた。

道民の健康を「食」の面から支える栄養士・管理栄養士の養成施設を道が指定・監督

栄養士及び管理栄養士の養成施設の指定・監督権限の移譲（案）

当該提案の実現は、栄養士・管理栄養士に係る全国一律の法定移譲に向けた
国の検討に資するとともに、他の養成施設の指定・監督等の事務・権限と併せて、
より道民に身近な道に一元化されることで、申請者の利便性や本道の自主性・自
立性の向上につながるものと期待。

課

題

・指定事務に当たっては、道においても現地を調査の上、意見を付すなど、地域事情等を熟知し、

申請者により身近な立場で一定の関与を行っていながら、最終的な指定権限が道にないことは、

地域のことは地域で決める地方分権型社会をめざす上での課題。

・栄養士・管理栄養士に関する事務・権限が、移譲以外の見直しの対象とされたことは、この度の

国の地方分権改革の残された課題であるが、国に対して当該事務・権限の道への移譲を求め

本道における先行的・モデル的な実施をめざすことは、道州制特区制度の本旨と言える。

目指すすがた

■栄養士法に基づく
養成施設の指定・監督等

・指定養成施設の指定
・内容変更の承認
・学生数等の届出
・名称等変更の届出
・廃止等の届出
・指定の取消

国
（道
厚
生
局

）所
管
の
事
務
・権
限

■看護師など各種資格者
養成施設の指定・監督等

道州制特区
提案による
道への移譲

提 案現 状

国(道厚生局)

所管の各種

資格者に係

る養成施設

の指定・監督

等の事務・

権限を道へ

一 元 化

H27年度以降
( 予 定 )

国の分権改革による道への移譲

答申３



大分類 中分類 小分類 第60回 第61回 第62回

1 405 3512 H 農業委員会の共同設置を可能とする特例措置 地域振興対策
地方自治
の強化

地方裁量
範囲の拡大

継続検討

2 406 3513 I 外国語教育の推進 教育・学校 教育・学校 教育・学校 一次整理

3 407 4510 F 水質汚濁防止法の有害物質等の追加 環境保全 環境保全 汚染対策

4 408 1516 F 「北海道地域エネルギー・温暖化対策推進会議」の道への移管等 環境保全 環境推進 その他

5 409 1517 J 保険料の特別徴収の対象となる年金の選択制導入 福祉 高齢者福祉 高齢者福祉 一次整理

6 410 1518 J 限度額適用・標準負担額減額認定証の申請不要 福祉 高齢者福祉 高齢者福祉 一次整理

7 411 1519 H 総合特区支援利子補給金の認定権限の移譲 地域振興対策 地域活性化 その他

8 412 4511 H 帰化の許可権限の移譲 地域振興対策 地域活性化 国際交流 一次整理

9 413 4512 E 最低賃金改定に係る事務の移譲 雇用対策 雇用対策 労働環境の整備

10 414 4513 D 二輪の小型自動車の車検期間の拡大 経済振興対策 経済振興 経済の活性化 審議

11 415 4514 F エゾシカを対象とした「わな猟」の通年実施 環境保全 環境保全 環境保全

12 416 4515 D 一般家庭における酒類製造 経済振興対策 その他 地域産業育成 審議

13 417 3514 J 外国人介護福祉士試験特区 福祉 福祉 福祉 一次整理

14 418 3515 F 地域の実情に即した水産動植物保護のための捕獲規制 環境保全 環境保全 環境保全

15 419 1520 F エゾシカの現地での埋没処理 環境保全 環境保全 環境保全

16 420 1521 D 温泉付随可燃性天然ガス利用の促進 経済振興対策 産業振興 エネルギー対策

17 421 4516 H 超短波放送（コミュニティFM）の放送免許交付に係る権限の移譲 地域振興対策 地域活性化 その他

18 422 3516 D 公的機関によるＲＭＴ（リアルマネートレード）運営特区 経済振興対策 産業振興 その他

19 423 2512 D 国立公園内における地熱開発の取扱 経済振興対策 産業振興 エネルギー対策

20 424 4517 C 国土利用計画法に基づく監視区域等指定権限の移譲 土地利用規制 土地利用一般
地方裁量

範囲の拡大

21 425 4518 H 独立行政法人の定款変更に対する国の関与の廃止、認可権限の移譲 地域振興対策
地方自治
の強化

地方裁量
範囲の拡大

※アイデアを受理した期間 ： 平成２４年４月～平成２５年３月

審議状況
№ 整理番号 ア　　イ　　デ　　ア　　名

分類

備　　考

平成２４年度道民アイデア等の審議状況
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道民アイデア整理表

№ 4513D アイデア名 二輪の小型自動車の車検期間の拡大

【アイデアの概要】

○北海道は冬期間、積雪により二輪の小型自動車を使用できないことから、２回目以降の車検の有効期間

を現行の２年から３年に延長する。

○車検の有効期間の延長により、二輪の小型自動車の保有者の増加につながり、地域経済の活性化、夏期

間の渋滞緩和、環境負荷の軽減が期待される。

〈車検の有効期間〉

区 分 現行 提案

１回目 ３年 ３年

２回目 ２年 ３年

３回目 ２年 ３年

【事実関係の整理】

○自動車は時間及び走行距離により劣化することから、本来自動車が持つ優れた安全・環境性能を維持す

るためには適切な保守・管理が必要となる。そこで、道路運送車両法において定期的な自動車検査（車

検）を義務づけている

○具体的には、道路運送車両法の規定に基づき運輸省令で定めている「道路運送車両の保安基準」に適合

しているかどうかを検査する。

○二輪の小型自動車とは、道路運送車両法では排気量２５０ｃｃ超の二輪車をいう。

○二輪の小型自動車の車検の有効期間は、初回は３年、以後は２年ごとの検査となる。（道路運送車両法

第６１条、６２条）

なお初回の車検の有効期間は、平成１９年の道路運送車両法の改正により、２年から３年に延長された。

○車検費用は、自動車重量税や自賠責保険などの「法定費用」と「点検・整備費用」に区分される。

【提案検討をするに当たっての留意事項】

○車検の有効期間を延長に伴い、点検・整備の間隔が長くなることで、部品等が劣化することにより、安

全性や環境面への影響が懸念される。

○車検費用のうち法定費用は、車検の有効期間を延長しても費用に影響は生じない。

また、点検・整備費用は、車検の間隔が長くなることにより、部品の交換頻度が高くなることが考えら

れるため、費用負担面での効果は不明確。

○過去に類似の提案があったが、安全性の問題や費用負担等の効果が薄いことを理由に、検討を一旦終了

している。

【対応方向】

分野別審議 ○ 一次整理

〈一次整理とする理由〉

安全性や環境面への影響が懸念される。

また、車検の間隔を延長しても費用負担軽減の効果が不透明であり、保有者の増加につながるかは不明。
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【
二

輪
車

の
区

分
】

０
～
5
0

5
0
超
～
1
2
5

1
2
5
超
～
2
5
0

2
5
0
超

～
4
0
0

4
0
0
超

車
両
の
区
分

原
動
機
付
自
転
車

（
原
付
）

大
型
自
動
二
輪
車

（
大
型
二
輪
）

免
許
の
区
分

原
動
機
付
自
転
車
免
許

（
原
付
免
許
）

普
通
自
動
二
輪
車
免
許

（
小
型
限
定
）

大
型
自
動
二
輪
車
免
許

（
大
型
二
輪
免
許
）

第
一
種

原
動
機
付
自
転
車

（
原
付
第
一
種
）

第
二
種

原
動
機
付
自
転
車

（
原
付
第
二
種
）

二
輪
の
軽
自
動
車

（
軽
二
輪
）

排
気
量
（
c
c
）

道
路

運
送

車
両

法

道
路
交
通
法

普
通
自
動
二
輪
車
（
普
通
二
輪
）

普
通
自
動
二
輪
車
免
許

（
普
通
二
輪
免
許
）

二
輪

の
小

型
自

動
車

（
小

型
二

輪
）
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二
輪

の
小

型
自

動
車

の
車

検
費

用
に
つ
い
て

■
自

賠
責

保
険

3
7
か
月
契
約

3
6
か

月
契

約
2
5
か

月
契

約
2
4
か
月
契
約

1
3
か
月
契
約

1
2
か
月
契
約

1
8
,3
8
0

1
8
,0
2
0

1
4
,0
1
0

1
3
,6
4
0

9
,5
5
0

9
,1
8
0

■
自

動
車

重
量

税

右
以

外
１
３
年

経
過

１
８
年

経
過

右
以

外
１
３
年

経
過

１
８
年

経
過

右
以

外
１
３
年

経
過

１
８
年

経
過

5
,7
0
0

3
,8
0
0

4
,4
0
0

5
,0
0
0

1
,9
0
0

2
,2
0
0

2
,5
0
0

4
,5
0
0

3
,0
0
0

3
,2
0
0

3
,4
0
0

■
検

査
手

数
料

○
新

規
検

査
2
,0
0
0
円

（
印

紙
4
0
0
円

＋
証

紙
1
,6
0
0
円

）

○
継

続
審

査
1
,7
0
0
円

（
印

紙
4
0
0
円

＋
証

紙
1
,3
0
0
円

）

部
品

の
劣

化
等

の
状

況
に
よ
り
、
概

ね
２
～

４
万

円

２
年

自
家

用
１
年

自
家

用
３
年

自
家

用
３
年

事
業

用
２
年

事
業

用

法
定

費
用

点
検

・
整

備
費
用
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〈
平
成
2
0年
5
月
1
3
日
・
第
1
7
回
道
州
制
特
区
提
案
検
討
委
員
会
資
料
（
抜
す
い
）
〉

【
過
去
の
類
似
提
案
】
（
「
二
輪
の
小
型
自
動
車
の
車
検
期
間
の
拡
大
」
関
係
）

中
分
類

提
案
数

実
現
す
る
た
め
に

実
現
し
た
場
合
に
考
え
ら
れ
る

関
係

個
票

細
分
類

概
要

重
複

事
実
関
係
等
の
整
理

考
え
ら
れ
る
手
法

メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

摘
要

部
課

番
号

<
小
分
類
>

除
く

農
業
の
振

３
３

積
雪
に
よ
り
使
用
期
間
が
極
端

１
１

・
道
路
運
送
車
両
法
に
よ
り
、
自
家
用
貨
物
自
動
車
（
自
動
車
運
送
事
業
者

・
道
路
運
送
車
両
法
の
改
正

【
メ
リ
ッ
ト
】

企
）

1
0
8
6
B

興
自
家
用
貨
物
自

に
短
い
特
殊
性
か
ら
、
農
業
用

が
貨
物
輸
送
事
業
に
使
用
す
る
も
の
）
の
車
検
期
間
に
つ
い
て
は
、
新
規

・
事
業
に
お
け
る
経
費
節
減
な
ど

地
域
主

<
そ
の
他
>
動
車
の
車
検
延

の
自
家
用
貨
物
自
動
車
の
車
検

登
録
後
初
回
は
２
年
後
、
以
降
は
１
年
毎
に
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る

【
デ
メ
リ
ッ
ト
】

権
局
参

長
期
間
を
延
長
す
る
。

（
§
6
1
、
§
6
2
）
。

・
車
両
の
安
全
性
に
対
す
る
不
安

事

そ
の
他

８
０

農
業
者
、
漁
業
者
、
個
人
の
商

１
１

・
道
路
運
送
車
両
法
に
よ
り
、
自
家
用
貨
物
自
動
車
（
自
動
車
運
送
事
業
者

・
道
路
運
送
車
両
法
の
改
正

【
メ
リ
ッ
ト
】

企
)

3
0
0
9
D

<
自
営
業

自
家
用
貨
物
自

工
業
者
な
ど
の
経
営
安
定
の
た

が
貨
物
輸
送
事
業
に
使
用
す
る
も
の
）
の
車
検
期
間
に
つ
い
て
は
、
新
規

・
事
業
に
お
け
る
経
費
節
減
な
ど

交
通
企

者
の
経
営

動
車
の
車
検
延

め
、
自
家
用
貨
物
自
動
車
の
車

登
録
後
初
回
は
２
年
後
、
以
降
は
１
年
毎
に
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る

【
デ
メ
リ
ッ
ト
】

画
課

安
定
化
>

長
検
期
間
を
延
長
す
る
。

（
§
6
1
、
§
6
2
）
。

・
車
両
の
安
全
性
に
対
す
る
不
安

９
４

夏
期
の
み
利
用
し
た
り
、
夏
期

２
２

・
道
路
運
送
車
両
法
に
よ
り
、
自
動
車
（
原
付
自
転
車
及
び
1
2
6
～
2
5
0
c
c
以

・
道
路
運
送
車
両
法
の
改
正

【
メ
リ
ッ
ト
】

総
）

3
0
5
3
D

自
動
車
等
の
潜

と
冬
期
で
乗
り
分
け
る
人
向
け

下
の
バ
イ
ク
を
除
く
。
2
5
0
c
c
超
バ
イ
ク
（
小
型
自
動
車
）
を
含
む
）
は
、

・
地
方
税
法
の
改
正

・
夏
季
期
間
の
み
の
運
転
希
望
で
車
両
購
入
を

税
務
課

3
0
7
9
D

在
需
要
掘
り
起

に
６
カ
月
車
検
を
導
入
し
、
潜

国
土
交
通
大
臣
の
行
う
検
査
を
受
け
、
有
効
な
自
動
車
検
査
証
の
交
付
を

控
え
て
い
る
者
の
潜
在
需
要
の
掘
り
起
こ
し
に

企
）

こ
し

在
需
要
を
掘
り
起
こ
す
。

受
け
て
い
る
も
の
で
な
け
れ
ば
運
行
の
用
に
供
し
て
は
な
ら
な
い
（
§
5
8
、

つ
な
が
る
。

地
域
主

§
6
1
）
。
2
5
0
c
c
超
バ
イ
ク
（
小
型
自
動
車
）
の
車
検
期
間
は
、
新
規
登
録

・
自
動
車
の
使
用
期
間
に
よ
っ
て
は
、
税
負
担
が

権
局
参

後
初
回
は
３
年
後
、
以
降
は
２
年
毎
に
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

軽
減
さ
れ
る
。

事

・
地
方
税
法
に
よ
り
、
自
動
車
税
は
、
原
則
と
し
て
４
月
１
日
現
在
の
所
有

【
デ
メ
リ
ッ
ト
】

者
に
１
年
分
の
税
額
を
課
税
（
§
1
4
7
、
§
1
4
8
）
。

・
行
政
事
務
の
繁
雑
化
及
び
行
政
コ
ス
ト
が
増
加

す
る
。

・
道
税
収
入
（
自
動
車
税
）
の
減

地
域
活
性

化
１
６
５

自
動
車
の
性
能
向
上
や
、
故
障

１
１

・
道
路
運
送
車
両
法
に
よ
り
、
自
家
用
車
の
車
検
期
間
に
つ
い
て
は
、
新
規

・
道
路
運
送
車
両
法
の
改
正

【
メ
リ
ッ
ト
】

企
)

1
0
6
8
H

<
道
民
に

自
家
用
車
の
車

の
つ
ど
修
理
し
て
利
用
す
る
実

登
録
後
初
回
は
３
年
後
、
以
降
は
２
年
毎
に
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る

（
自
動
車
検
査
証
の
有
効

・
自
動
車
検
査
登
録
に
係
る
ユ
ー
ザ
ー
の
時
間
的

地
域
主

対
す
る
優

検
期
間
延
長

態
か
ら
、
新
車
時
か
ら
ず
っ
と

（
§
6
1
、
§
6
2
）
。

期
間
を
３
年
と
す
る
）

負
担
の
軽
減
（
検
査
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て

権
局
参

遇
措
置
>

３
年
毎
の
車
検
と
す
る
。

・
自
動
車
検
査
登
録
の
役
割
は
、
①
民
事
登
録
（
所
有
権
の
公
証
等
）
、
②
行

は
、
直
ち
に
低
廉
に
な
る
と
は
言
え
な
い
）
。

事

政
登
録
（
自
動
車
の
保
有
実
態
把
握
等
）
、
③
保
安
基
準
へ
の
適
合
（
構
造

【
デ
メ
リ
ッ
ト
】

・
装
置
の
定
期
的
チ
ェ
ッ
ク
等
）
、
④
安
全
確
保
、
公
害
防
止
の
担
保
。

・
整
備
不
良
車
両
の
チ
ェ
ッ
ク
機
会
が
減
少
す
る

・
道
路
運
送
車
両
法
に
よ
り
、
自
動
車
の
保
守
管
理
責
任
者
は
ユ
ー
ザ
ー
と

こ
と
に
よ
る
、
道
路
交
通
に
お
け
る
危
険
性
の

な
っ
て
い
る
（
§
4
7
）
。

増
大
、
公
害
原
因
の
増
加
。

２
３
４

ま
ず
は
最
大
積
載
量
２
ｔ
未
満

１
１

・
｢
自
動
車
検
査
登
録
制
度
｣
と
は
、
自
動
車
の
安
全
確
保
と
公
害
防
止
を
図

・
関
係
法
令
の
改
正

【
メ
リ
ッ
ト
】

企
）

1
2
0
3
H

一
年
車
検
の
一

の
車
両
に
つ
い
て
、
一
年
車
検

る
た
め
、
一
定
期
間
毎
に
保
安
基
準
に
適
合
し
て
い
る
か
を
確
認
し
、
確

・
車
検
費
用
、
手
続
き
の
軽
減

交
通
企

部
撤
廃

の
一
部
撤
廃
を
す
る
。

認
で
き
た
車
両
に
対
し
て
国
土
交
通
省
が
車
両
検
査
証
を
発
行
す
る
制
度
。

【
デ
メ
リ
ッ
ト
】

画
課

・
道
路
運
送
車
両
法
§
6
1
・
§
6
2
に
よ
り
、

・
車
両
の
安
全
性
･
信
頼
性
に
対
す
る
懸
念

◇
自
家
用
貨
物
自
動
車
：
初
回
は
２
年
後
、
以
降
１
年
毎

◇
営
業
用
自
動
車
(
緑
ナ
ン
バ
ー
車
)
：
１
年
毎
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関係法令（「二輪の小型自動車の車検期間の拡大」関係） 

 

 道路運送車両法 （抜すい） 

（自動車の検査及び自動車検査証）  

第五十八条  自動車（国土交通省令で定める軽自動車（以下「検査対象外軽自動車」という。）及び小型特殊自

動車を除く。以下この章において同じ。）は、この章に定めるところにより、国土交通大臣の行う検査を受け、

有効な自動車検査証の交付を受けているものでなければ、これを運行の用に供してはならない。  

２  自動車検査証に記載すべき事項は、国土交通省令で定める。  

 

（新規検査）  

第五十九条  登録を受けていない第四条に規定する自動車又は次条第一項の規定による車両番号の指定を受け

ていない検査対象外軽自動車以外の軽自動車（以下「検査対象軽自動車」という。）若しくは二輪の小型自動車

を運行の用に供しようとするときは、当該自動車の使用者は、当該自動車を提示して、国土交通大臣の行なう新

規検査を受けなければならない。  

２  新規検査（検査対象軽自動車及び二輪の小型自動車に係るものを除く。）の申請は、新規登録の申請と同

時にしなければならない。  

３  国土交通大臣は、新規検査を受けようとする者に対し、当該自動車に係る点検及び整備に関する記録の提

示を求めることができる。  

４  第七条第三項（第二号に係る部分に限る。）、第四項（第二号に係る部分に限る。）及び第五項の規定は、

第一項の場合に準用する。  

 

第六十条  国土交通大臣は、新規検査の結果、当該自動車が保安基準に適合すると認めるときは、自動車検査

証を当該自動車の使用者に交付しなければならない。この場合において、検査対象軽自動車及び二輪の小型自動

車については車両番号を指定しなければならない。  

２  検査対象軽自動車及び二輪の小型自動車以外の自動車に係る前項の規定による自動車検査証の交付は、当

該自動車について新規登録をした後にしなければならない。  

 

（自動車検査証の有効期間）  

第六十一条  自動車検査証の有効期間は、旅客を運送する自動車運送事業の用に供する自動車、貨物の運送の

用に供する自動車及び国土交通省令で定める自家用自動車であつて、検査対象軽自動車以外のものにあつては一

年、その他の自動車にあつては二年とする。  

２  次の各号に掲げる自動車について、初めて前条第一項又は第七十一条第四項の規定により自動車検査証を

交付する場合においては、前項の規定にかかわらず、当該自動車検査証の有効期間は、それぞれ当該各号に掲げ

る期間とする。  

一  前項の規定により自動車検査証の有効期間を一年とされる自動車のうち車両総重量八トン未満の貨物の運

送の用に供する自動車及び国土交通省令で定める自家用自動車であるもの 二年  

二  前項の規定により自動車検査証の有効期間を二年とされる自動車のうち自家用乗用自動車（人の運送の用

に供する自家用自動車であつて、国土交通省令で定めるものを除く。）及び二輪の小型自動車であるもの 三年  

３  国土交通大臣は、前条第一項、第六十二条第二項（第六十三条第三項及び第六十七条第四項において準用

する場合を含む。）又は第七十一条第四項の規定により自動車検査証を交付し、又は返付する場合において、当

該自動車が第一項又は前項の有効期間を経過しない前に保安基準に適合しなくなるおそれがあると認めるとき

は、第一項又は前項の有効期間を短縮することができる。  

４  第七十条の規定により自動車検査証の再交付をする場合にあつては、新たに交付する自動車検査証の有効

期間は、従前の自動車検査証の有効期間の残存期間とする。  
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（継続検査）  

第六十二条  登録自動車又は車両番号の指定を受けた検査対象軽自動車若しくは二輪の小型自動車の使用者は、

自動車検査証の有効期間の満了後も当該自動車を使用しようとするときは、当該自動車を提示して、国土交通大

臣の行なう継続検査を受けなければならない。この場合において、当該自動車の使用者は、当該自動車検査証を

国土交通大臣に提出しなければならない。  

２  国土交通大臣は、継続検査の結果、当該自動車が保安基準に適合すると認めるときは、当該自動車検査証

に有効期間を記入して、これを当該自動車の使用者に返付し、当該自動車が保安基準に適合しないと認めるとき

は、当該自動車検査証を当該自動車の使用者に返付しないものとする。  

３  第五十九条第三項の規定は、継続検査について準用する。  

４  次条第二項の規定により臨時検査を受けるべき自動車については、臨時検査を受けていなければ、継続検

査を受けることができない。  

５  自動車の使用者は、継続検査を申請しようとする場合において、第六十七条第一項の規定による自動車検

査証の記入の申請をすべき事由があるときは、あらかじめ、その申請をしなければならない。  

 

（予備検査）  

第七十一条  登録を受けていない第四条に規定する自動車又は車両番号の指定を受けていない検査対象軽自動

車若しくは二輪の小型自動車の所有者は、当該自動車を提示して、国土交通大臣の行なう予備検査を受けること

ができる。  

２  国土交通大臣は、予備検査の結果、当該自動車が保安基準に適合すると認めるときは、自動車予備検査証

を当該自動車の所有者に交付しなければならない。  

３  自動車予備検査証の有効期間は、三月とする。  

４  自動車予備検査証の交付を受けた自動車についてその使用の本拠の位置が定められたときは、その使用者

は、国土交通大臣に当該自動車予備検査証を提出して、自動車検査証の交付を受けることができる。  

５  第五十九条第二項及び第三項並びに第六十二条第五項の規定は、前項の交付の申請について準用する。こ

の場合において、同条第五項中「使用者」とあるのは「所有者」と、「第六十七条第一項の規定による自動車検

査証の記入の申請をすべき事由」とあるのは「第七十一条第八項において準用する第六十七条第一項の規定によ

る自動車予備検査証の記入の申請をすべき事由」と読み替えるものとする。  

６  第六十条第一項後段の規定は、第四項の規定により国土交通大臣が自動車検査証を交付する場合について

適用があるものとし、同条第二項の規定は、第四項の交付について準用する。  

７  第六十三条第二項本文、第三項及び第四項の規定は、自動車予備検査証の交付に係る自動車について準用

する。この場合において、これらの規定並びに同条第三項において準用する第六十二条第一項後段及び同条第二

項の規定中「使用者」とあるのは「所有者」と、「自動車検査証」とあるのは「自動車予備検査証」と読み替え

る。  

８  第六十七条の規定は、自動車予備検査証の記載事項について変更があつた場合に準用する。この場合にお

いて、「使用者」とあるのは「所有者」と読み替える。  

９  第六十一条第四項及び前条の規定は、自動車予備検査証について準用する。この場合において、同条中「使

用者」とあるのは「所有者」と読み替える。  
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道民アイデア整理表

№ 4515D アイデア名 一般家庭における酒類製造

【アイデアの概要】

○北海道内では長沼町と新篠津村が、いわゆる「どぶろく特区」に認定され、特別区域内において、どぶ

ろく製造と販売が許可されるなどして地域の活性化につながっている。

○北海道内の各家庭で、どぶろくだけではなく、ワインやビールなどの酒類も作れるよう規制緩和を提案

する。

○農産物の消費拡大、移住者の増加、新たな雇用の創設などが期待できる。

【事実関係の整理】

○酒類を製造しようとする者は、酒類の品目別・製造場ごとに、その製造場の所在地を所轄する税務署長

の製造免許を受けなければならない。（酒税法第７条第１項）

○製造免許を受けた後一年間に製造しようとする酒類の見込数量が一定の数量に達しない場合には免許

を受けることができない。（酒税法第７条第２項）

○構造改革特区では、農家民宿等を経営する農業者が自ら生産した米を原料として濁酒を製造する場合や、

地域の特産物を原料とした果実酒等を製造する場合等は、酒税法第７条第２項に規定された最低製造数

量基準は適用しないとする特例措置を認定している例がある。

○道内で、構造改革特区法による酒税法の特例措置の認定を受けているのは次の３例である。

（平成２５年３月現在）

・長沼町「長沼町グリーン・ツーリズム特区」

・新篠津村「しんしのつどぶろく特区」

・余市町「北のフルーツ王国よいちワイン特区」

【提案検討をするに当たっての留意事項】

○道内において、どの程度ニーズがあるのか把握する必要がある。

○規制緩和の範囲を一般家庭にまで広げることによる安全性への不安がある。

○各種の要件はあるが、構造改革特区により酒税法の特例緩和は可能である。

○権限移譲ではなく、規制緩和に関する提案である。

【対応方向】

分野別審議 ○ 一次整理

〈一次整理とする理由〉

酒税法の特例緩和は、各種の要件はあるものの構造改革特区により対応可能である。
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関係法令（「一般家庭における酒類製造」関係） 

 

 酒税法 （抜すい） 

 
（酒類の製造免許）  

第七条  酒類を製造しようとする者は、政令で定める手続により、製造しようとする酒類の品目（第三条第七号から第

二十三号までに掲げる酒類の区分をいう。以下同じ。）別に、製造場ごとに、その製造場の所在地の所轄税務署長の免

許（以下「製造免許」という。）を受けなければならない。ただし、酒類の製造免許を受けた者（以下「酒類製造者」という。）

が、その製造免許を受けた製造場において当該酒類の原料とするため製造する酒類については、この限りでない。  

２  酒類の製造免許は、一の製造場において製造免許を受けた後一年間に製造しようとする酒類の見込数量が当該

酒類につき次に定める数量に達しない場合には、受けることができない。  

一  清酒 六十キロリットル  

二  合成清酒 六十キロリットル  

三  連続式蒸留しようちゆう 六十キロリットル  

四  単式蒸留しようちゆう 十キロリットル  

五  みりん 十キロリットル  

六  ビール 六十キロリットル  

七  果実酒 六キロリットル  

八  甘味果実酒 六キロリットル  

九  ウイスキー 六キロリットル  

十  ブランデー 六キロリットル  

十一  原料用アルコール 六キロリットル  

十二  発泡酒 六キロリットル  

十三  その他の醸造酒 六キロリットル  

十四  スピリッツ 六キロリットル  

十五  リキュール 六キロリットル  

十六  粉末酒 六キロリットル  

十七  雑酒 六キロリットル  

３  前項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。  

一  清酒の製造免許を受けた者が、その製造免許を受けた製造場において、単式蒸留しようちゆう又はみりんを製造

しようとする場合  

二  連続式蒸留しようちゆう又は単式蒸留しようちゆうの製造免許を受けた者が、その製造免許を受けた製造場にお

いて、みりんを製造しようとする場合  

三  果実酒又は甘味果実酒の製造免許を受けた者がブランデーを製造しようとする場合  

四  試験のために酒類を製造しようとする場合  

五  一の製造場において清酒及び合成清酒を製造しようとする場合で、製造免許を受けた後一年間におけるその製造

見込数量の合計が六十キロリットル以上であるとき。  

六  一の製造場において連続式蒸留しようちゆう及び単式蒸留しようちゆうを製造しようとする場合で、製造免許を受

けた後一年間におけるその製造見込数量の合計が六十キロリットル以上であるとき。  

七  前各号に準ずる場合として政令で定める場合  

４  第一項の製造免許を与える場合において、製造される酒類の品質につき充分な保証がないため特に必要があると

認められるときは、税務署長は、当該製造免許につき期限を付することができる。  

５  前項の期限を付した製造免許を与えた後に生じた事由により特に必要があると認められるときは、税務署長は、当

該期限を延長することができる。  

６  第二項の場合において、粉末酒に係る数量の計算は、その重量を基礎として政令で定める方法により行う。  
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